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本論は、5 つの節より構成される。第 1 節では、本論全体の骨子を、古田
元夫の議論の要約・評価を踏まえつつ、予め与えておく。第 2 節では、本論
が援用する新制度派的な経済開発論の概要を、とくに「共同体」の概念を中

















会”というキーワードを用いて、描写することを試みた (1)。  
ベトナムにおける上述の過程は、周知のように、1986 年に開始されたドイ
モイ（doi moi）の前と後とで、大きく 2 分されうる。これを、便宜上、「ド
イモイ開始以前の時期」、「ドイモイ開始以来今日までの時期」と呼ぶことに
すれば、古田は、それぞれの時期における上述の過程を、大要、以下のよう






























































































































































発 論 は 、通 常 、「 政府 」（ government）、「 共 同 体」 な い し「 協 調 行動 」

































































れは、その例として、少なくとも次の 3 つを挙げることができる。すなわち、  
 (1)北部農村の耕地配分における農民と農民との間の「共同体」、  





ム共産党のイデオローグ、政府の政策当局者、学者らの一部（Some of the 



































南北の政治的統一実現後の 1970 年代末には食糧不足へと陥り、以降 1980 年
代末まで毎年の穀物輸入を余儀なくされた（竹内［2004:175-176］：古田の
表現に従えば、“国家”による“社会”への包摂の試みは失敗した）。  
こうした状況の下、ドイモイ開始直後の 1988 年、ベトナム共産党第 6 期
中央委員会政治局は、その第 10 号決議において、農業生産協同組合の事業
をサービス事業へと特化するという方向で刷新すること－農業集団化を事実















































えた次の 2 つのケースもまた、その典型である。  
まず、長らく耕地の交換・集中の後進省であったハーナム省ズイティエン















であるが、そのダンフオン（Dan Phuong）県では、これを 1993 年から 95
年と 98 年から 2000 年の 2 度にわたって実施した (22)。しかし、「均等主義」
的な耕地配分は、ここでも依然として克服しきれていない。同県の耕地の交
換・集中における最先進村の一つであるフオンディン（Phuong Dinh）村に
おいてさえ、第 2 回目の交換・集中を経た後に、村内全所帯 2100 のうち 3
分の 2 強に相当する 1480 所帯がなおも「3 つ以上」の耕地細片を配分され、
かつ最も肥沃度の高い耕地細片は、「農業経営に長けた」所帯にではなく、革
命功労者所帯（gia dinh co cong）を含む社会保障政策被適用所帯（gia dinh 






























































く、毎年世界第 2 位あるいは第 3 位を誇る同国米輸出の最大の源泉ともなっ





省の奥地・僻地（vung xa, vung sau）の隅々にまで及んでいた（Tran khanh
［1993］）。  
ベトナム共産党・政府は、1975 年の南部解放、続く 76 年の南北の政治的
























90 年代末の時点で 70％程度に（Nguyen Anh Ngoc［1997:31］）、2000 年代





















なくない (30)。筆者が 2006 年に実施した現地調査の結果に従えば、ロンア
ン省のタンタイン（Tan Thanh）県、ドンタップ省のタムノン（Tam Nong）
県、ティエンザン省のカイベ （ーCai Be）県、とくに同県のミーロイ（My Loi）





































































…書類は 16 枚で、値段ときたら 4500 ドン。…俺たち農民は字の意味がほと
んど分からんから、書くのだって…2 度、3 度になる。必要書類はまだまだ
ある。…この 4 通の書類は 8 枚いるから、コピーに行ったら 7000 ドンが飛
－154－ 
んじまう。…それから村（xa）で証明してもらわにゃならんだろう！ …こ















期の（季節的な）移出入者と長期の移出入者とを区別しうる (39)。  
人口移動のこうした特徴は、ベトナムにおいても大きく変わるものではな
い。ただし、ベトナムの場合、1986 年以前には、農村間の人口移動しかもベ
トナム政府自らが計画し遂行するか公認する組織的な人口移動（di san co to 
chuc）が一般的であった（Guest［1998:8］）。農村から都市への人口移動と
くに自由意志に従うそれ（di dan tu do）は、農村住民の都市への移入を事
実上禁止する戸籍登録制度（che do dang ky ho khau）の存在と、これに実






は、1986 年末のドイモイ開始以来のことである。その理由として、第 1 に、
本節第 1 項に記した 1988 年の 10 号決議の実施以来、農業の生産力が向上し、
農村に労働力の余剰が生じてきたこと、第 2 に、民間企業とくにサービス業
に対する規制が緩和され、都市における雇用先が広がってきたこと、そして




































































同時期にホーチミン市に在住する者の平均所得は一ヶ月当たり 75 万 7600 ド
ンであったが、同市へ組織的に移入した者のそれは 98 万 1000 ドン、自由意








































































である（Guest［1998:38-40, 43］）。  
 
 











































制の継続を試みてきたわけである（第 3 節を参照）。  
要するに、これら「共同体」は、ベトナム共産党文書の表現に従って言え
ば「国家（われわれのいう「政府」－引用者）の管理の下での市場経済」（co 




























る、とも言えよう (45)。  
ここにいう伝統的なマルクス・レーニン主義的開発認識とは、第 1 に、経
済開発は意識的かつ急速に、つまり「政府」＝ベトナム共産党・政府の指導
（ lanh dao）・管理（quan ly）の下に速やかに遂行されるべき過程であるが、
第 2 に、その過程では各経済主体の所有諸形態の意識的かつ急速な転換こそ
が決定的に重要である、とでも形容しうる認識である。あるいは、「政府」が







































































































































































kinh te doc lap, tu chu）の建設とこの場合は同義であるとするならば、当該
問題は、純粋に経済的な問題である以上に、ベトナムをも含む現在の開発途
上国一般に多かれ少なかれ共通する、優れて（国際）政治的な問題でもある
のだ、と付け足しておくことが公平であろう (51)。  
第 2 に、「経済的な問題である以上に、…優れて（国際）政治的な問題で





















































(4)  ここで「確かに、あるいは高い確率で」と記した理由については、注 (24)を参照
されたい。  













た（例えば、リチャード  T. ギル［1963］の第 2 章「分業と大規模生産」の項、
C.H. キンドルバーガー・B. ヘリック［1981］の第 9 章の全体を参照）。  
(9)  この点に関連して、トダロ・スミス［2004:538-539］を参照。  

















ら、また速水［2000］の第 9 章、結語からから導き出すことができるものである。  
(15)  これを理論的に解説したものとしては、バータン・ウドリ ［ー2001］、黒埼［2001］
を参照。  
－172－ 
(16)  この「確かに、あるいは高い確率で」についても、注 (24)を参照されたい。  
(17)  本節の叙述は、竹内［2004］を下敷きに、その要約・改善を図ったものである。  
(18)  この段落の叙述は、村野［1996:70］のそれを部分的に踏襲している。  
(19)  このような認識に従う主要な文献として、Chu Van Lam, Nguyen Thai Nguyen, 
Phung Huu Phu, Tran Quoc Tuan, Dang Tho Xuong［1992:90-91, 171-175］、Hoi 
Khoa hoc Kinh te Viet Nam［1998:186-187］、Truong Dai hoc Kinh te Quoc dan
［2000:156-157］の 3 冊を挙げておきたい。  
(20)  彼らが（後にみるように実態との間にギャップが存在する）こうした認識を共有
してきた背景としては、そもそも、既述の 10 号決議自体が－したがってベトナム
共産党・政府自体が－1981 年のベトナム共産党第 4 期中央委員会書記局第 100 号
指示の発令時点で－すでに“均等主義”的であったろう－北部農村に見られる耕地
配分の方法を「克服する」よう主張していたことがあろう（竹内［2004:209］）。  
(21)  この現地調査は、2002 年 1 月 7 日に実施された。  





























(25)  そして、これには、1980 年代後半以来の同地域における灌漑事業の進捗、クロ
ッピング・システムの転換、稲作面積の拡大、そして単収の増加－要するに緑の革
命の進展－が大きく寄与してきた。この点に関連して、村野［1996:49-53］を参照。  
(26)  Bao Sai Gon Giai Phong, 4 Dec. 1997. 
(27)  東京農工大学大学院農学府国際環境農学専攻における筆者の修士院生の 1 人で
ある原雄人（平成 16 年度～18 年度在籍）の調査による（同院生の修士論文（平成
18 年度 2 月 16 日合格）は筆者の研究室が保管している）。  
(28)  ホーチミン市社会科学院国際協力部長ブイ・ドゥック・ハーイ（Bui Duc Hai）
氏の談（2002 年 9 月 15 日：於ホーチミン市同科学院）。  
(29)  ベトナム共産党のイデオローグ、政府の政策当局者、学者らだけでなく、ベトナ
ム南部地域の一般大衆も、である。  






(31)  筆者が 2006 年 9 月 29 日にソクチャン省ミースエン県タイントーイトゥアン村
で実施した同村の農民数名からの聞き取り調査、また同年 10 月 1 日にティエンザ
ン省カイライ（Cai Ray）県タンビン（Tan Binh）村で実施した同村の私営商人か
らの聞き取り調査による。  
(32)  当該現地調査は、2005 年 9 月 20 日、2006 年 9 月 29 日の 2 度にわたって実施
された。  




クリュウ、カーマウの 3 省における事例が興味深いに違いない。  










(40)  最近では、2005 年の夏に発令された「戸籍の登録と管理に関する」政府議定 108
号（1997 年政府議定 51 号の改正議定）により、①都市において住居を合法的に取
得し、②所得が安定しており、③当該都市にて 3 年以上存在する、という 3 つの条
件を満たすベトナム公民に限って、当該都市にて戸籍登録を行うことが認められる





(42)  Guest［1998:21］の「グラフ 4」から。  
(43)  関連して、竹内［2006a:144］を参照されたい。  
(44)  こうしたなか、2004 年にベトナムで出版された Dang Kim Soｎ［2004］は、情
報の不完全性を基礎に途上国における「市場」（ thi truong）・「国家」（nha nuoc：
われわれのいう「政府」）・「共同体」（ cong dong）という 3 つの制度・しくみそれ
ぞれの存在と役割を詳細に示した（水準も高い）、恐らくはベトナムで初めての作
品である。  
(45)  本項の議論は、竹内［2006a:144-148］を下敷きにしている。  









































(51)  以上の点に関連して、竹内［2004:206-207］を参照されたい。  
(52)  こうした評価を下すに際しては、黒崎［2004:118-119］等を参照した。なお、竹
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